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知的障がい者を対象とした常勤職員採用 名古屋市の事例紹介 

 サポセン大阪 事務局（S） 

今回のレポートの概要  

前号のサポセン通信第３６号では地方公共団体は障がい者の雇用に率先して取り組む法的責務があ

ることを明らかにしてあり、大阪市における身体障がい者、精神障がい者、知的障がい者を対象とする

常勤職員（事務職員〔高校卒業程度〕）の採用選考の実施状況を調査し発表した。 

 

一方「高校卒業程度」の問題が出題される第一次試験が難関となり、知的障がい者が結果として常

勤職員採用から締め出されているのではないかとの問題提起を行った。 

 

 レポートに対する池田直樹弁護士からの「知的障がい者雇用を進めている自治体を探して、紹介す

る」ことの提言を受けて、大阪市をはじめとする政令指定都市の状況を調査した。その過程で判明し

た仕事内容と職場環境及び選考内容ついて合理的配慮した名古屋市の「知的障がい者を対象とした常

勤職員採用選考試験」の事例をサポセン通信紙面で紹介する。 

名古屋市 知的障がい者を対象とした常勤職員（労務職）を公募  

名古屋市は知的障がい者を対象とした２０２５年４月採用予定の常勤職員（労務職）の採用選考試

験を今年５月に案内した。職務内容と勤務場所を明示している。９月１５日に第２次選考実施状況と

して受験者数８名、合格者２名及び補欠合格者２名であることを発表した。 
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知的障がい者を対象とした常勤職員（労務職）採用選考の方法 

  選考は筆記（20 点）よりも面接（60 点）実技（90 点）実地（90 点）に重きを置いている。 
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障がい種別に応じた２本立て採用施策 名古屋市の特徴 

そして名古屋市のウエッブサイトの「障がい者採用選考説明会情報」の動画では名古屋市の障がい

者採用選考は「身体、知的、精神」の障がいの種別に関わらない採用選考と「知的障がい者」を対象

とした障がい種別に応じた採用選考の 2 本立てで実施していることを紹介している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また名古屋市は常勤職員の行政事務職（行政 A・学校事務）と労務職の概要を説明している。 

労務職は職務の内容を明示しと配属場所（勤務場所）を限定して募集している。 
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前号通信の内容を再掲 試験で知的障がい者が締め出されているのでは？ 

「障害者雇用促進法」第６条では国や地方公共団体には「自ら率先して障がい者を雇用する」ことを

責務であるとしている。２０２０年からは採用試験の受験資格枠が身体障がい者に限定していたのを精

神障がい者、知的障がい者を含む範囲に広った。 

 

 しかし前号のサポセン通信第 36 号では大阪市の障がい者採用選考に対する調査により「第一次試験

の教養試験の『高校卒業程度の学力テスト』で知的障がい者が合格点をとることが困難であり、結果と

して学力テストにより知的障がい者が雇用から締め出しているのではないか」との問題を指摘した。 

 

そして働く意欲のある知的障がい者を地方公共団体が「自ら率先して雇用する」する責務を果たして

いくためには、採用試験や仕事内容や職場環境の改善工夫（合理的配慮）の課題があることをサポセン

事務局の住谷章夫さんがレポートした。 

 

池田直樹弁護士からの提言  

「できることから始める」「進めている自治体を探して紹介する」  
 

このレポートに対して弁護士の池田直樹さんから以下のとおりの感想と意見が届けられた。 

 

 

以前から障がい者雇用には関わっていました。 

自治体が「率先して」雇用する、という記載は、行政は重く受け止める必要がありますね。 

なぜ、雇用が進まないのか？ 

進めている自治体を探して、紹介する、来て頂いてお話をお聞きする。 

できれば諸外国の障がい者雇用も調査する。 
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で、とりあえ得ず、できることから始める。 

行政の障害者雇用担当者と継続的に実践企画を提案する。 

民間が担当している事業（公園・緑地管理、物販、喫茶コーナー）を行政が取り組む方法を検討する。 

など・・・ 

 

 

池田弁護士からの「できることから始める、始めよう」との提言を受けて「知的障がい者採用を進め

ている地方公共団体を探す」ために大阪市をはじめ全国２１政令指定都市のウエッブサイトから２０２

２年度（令和４年度）の障がい者を対象とした常勤職員の採用選考状況を調査した。 

その過程で名古屋市の「2 本立ての障がい者採用選考」を発見することが出来た。また文末に採用選

考状況を取りまとめた一覧表を掲載する。 

 

２０２２年 政令指定都市 障がい者を対象とした常勤職員採用選考状況 

都市名 採用職種 申込者 受験者 
一次選考 

合格者 

最終 

合格者 

 

札幌市 事務・学校事務 １３８ ９５ １７ ２ 最終合格 身体障がい２名 

仙台市 事務・学校事務 ８９ ８３ ６０ ４  

さいたま市 事務・学校事務 ５６ ４６ ２３ ８  

千葉市 事務・学校事務 １８０ １０３ ６０ ６  

横浜市 事務・学校事務 ３６７ ２５２ ９７ １６ 最終合格 身体障がい８名 精神障がい８名 

川崎市 事務 １１１ ６１ ４７ １０  

相模原市 行政・学校事務 ８８ ５９ ８ ５ 年２回採用選考実施 

新潟市 事務 ５５ ４８ ３１ ３  

静岡市 事務 ３３ ２５ １２ １  

浜松市 行政 １２ １１ １ ０  

名古屋市 行政・学校事務 １６９ １１４     ７ 別立てで知的障がい者対象の採用選考実施 

京都市 事務・学校事務 ９８ ７７ ３０ ７ 年２回採用選考実施 

大阪市 事務 １５０ １０４ ４１ １３ 最終合格 身体障がい 10 名 精神障がい３名 

堺市 事務・学校事務 ７１ ５８ ２９ ５  

神戸市 事務 ４８ ４０ １９ ３  

岡山市 事務・学校事務 ４３ ３３ ２３ ２  

広島市 事務・学校事務 ９２ ７４ ４９ １６  

北九州市 事務・学校事務 １１７ ８２ ３５ ８  

福岡市 行政 １８３ １２３ １６ ５  

熊本市 事務 １１１ ６１ ４７ １０  

 

 政令市においては毎年障がい者を対象とした「事務職の常勤職員」の採用選考は実施されているが、

名古屋市以外では知的障がい者を対象とした採用選考についての情報を得るには至っていない。（S） 
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